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平成２６年度 事業再評価 評価一覧表

事業の概況
※[]内は前回評価時のもの
初評価事業は開始時計画値

事業の必要性
Ａ～Ｃ

・本路線を地下化することにより、３箇所の踏切（うち開かずの踏切は１箇所）を除却し、道路交通の円滑化と踏切事故の解消を
図るとともに、京橋駅周辺の土地区画整理事業と連携して一体的な都市基盤整備を図るものであり、防災や市民生活の基盤となる
道路ネットワークの充実とともに京橋駅周辺のまちづくりに必要不可欠な事業である。

事業の実現見通し
Ｄ

・連続立体交差事業は、多額の事業費がかかることから、財政状況の厳しい中、事業中の路線に集中して事業を進め、事業効果の
早期発現を目指している。
・このため、都市計画決定が未了の本事業の実施については、事業中路線の進捗状況や周辺地区の開発等社会経済情勢を見極め、
整備に向けた環境が整った時点で検討するものとする。

事業の優先度
Ｃ

・財政状況の厳しい中、連続立体交差事業は事業中路線に重点的に取り組み、早期の事業効果の発現を目指している。本路線は未
着手であるため、事業中路線の進捗を見極めながら着手時期を検討する。

対
応
方
針

(

原
案

)

事業休止

　(Ｄ)
前回評価

 事業継続(C)

・本事業は、３箇所の踏切を除却し、道路交通の円滑化と踏切事故の解消を図るとともに、土地区画整理事業と連携して、一体的
な都市基盤整備を図るものであり、機能的な道路ネットワークの充実とともに京橋駅周辺のまちづくりに必要不可欠な事業であ
る。
・しかし、多額の事業費を要する連続立体交差事業については、厳しい財政状況から、事業中路線に予算を集中している。
・本事業については、都市計画決定も未了であり事業中路線の進捗や社会経済情勢等を見極めながら着手時期を検討する段階であ
り、前回評価時点からも事業が進捗していないため、事業の必要性は高いが、「事業休止（Ｄ)」とする。

事業の必要性
Ａ～Ｃ

・本路線の整備により機能的な道路ネットワークを形成し、接続する他の都市計画道路へのアクセス性の向上と歩行者等の安全・
安心な通行空間を確保するとともに緊急時の避難路等として必要性が高い。

事業の実現見通し
Ｃ

・本路線は、用地取得の難航により事業が長期化していたが、買取要望等により取得した箇所から沿道建物との接道のため仮舗装
を行うとともに、既設道路には歩道を有していることから、歩行者の通行空間は一定確保している。また、限られた予算の中で本
路線への重点的な予算の配分が難しく、当面の間は買取要望の対応のみとなるため、年次計画どおりの進捗は難しい。

事業の優先度
Ｃ

・街路事業では重点整備路線並びに密集住宅市街地整備関連路線、他事業と連携して進めていくことが有利な路線等の整備を優先
的に実施しており、本路線についてはこれらに該当しないため、当面の間は買取要望に対応するための予算を確保しながら、事業
進捗を図っていく路線としている。
・既設道路には歩道を有しており、また、用地取得した箇所も沿道建物との接道のため仮舗装を行い、歩行者の通行空間は一定確
保している。
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応
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事業継続

(Ｃ)
前回評価

 事業継続(Ｃ)

・本事業区間の整備により、歌島豊里線及び淀川北岸線の連絡強化が図られ、アクセス性の向上と歩行者等の安全・安心な通行空
間を確保するとともに緊急時の避難路等として必要な事業である。
・本路線は、買取要望等により取得した箇所から沿道建物との接道のため仮舗装を行うとともに、既設道路には歩道を有している
ことから、歩行者の通行空間は一定確保している。また、街路事業では重点整備路線等の整備を優先的に実施しており、本路線に
ついてはこれらに該当しないため、当面の間は買取要望に対応するための予算確保に努め事業進捗を図るとともに、今後、重点整
備路線の収束に伴い、予算の確保ができ次第、残る用地取得と道路整備を進め、事業効果の早期発現に努める。

事業の必要性
.

Ａ～Ｃ

・本路線の整備により機能的な道路ネットワークを形成し、物流拠点である大阪港へのアクセス性の向上や歩行者等の安全・安心
な通行空間を確保する必要性が高い。

事業の実現見通し
Ｂ

・本路線は、用地取得の難航により事業が長期化していたが、用地取得のできた区間から道路整備を行い、一部区間を除いて道路
として完成していることから事業効果は概ね発現しており、残りわずかな用地取得、整備工事を行うことで事業が完了する。ま
た、年次計画どおりの予算が確保出来ることで、完了予定年度での完成が見込める。

事業の優先度
Ｃ

・本路線は、残りわずかな用地取得、整備工事を行うことで事業が完了することから、引続き完了予定年度に向けた予算を確保し
ながら整備を進める路線としている。
・用地取得のできた区間から道路整備を行うことによって一部区間を除いて道路は完成しており、一定の道路機能は確保してい
る。
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応
方
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)

事業継続

(Ｂ)
前回評価

 事業継続(Ｂ)

・本路線の整備により、道路ネットワーク機能の強化や物流拠点である大阪港へのアクセス性の向上に必要な事業である。
・本路線は、用地取得の難航により事業が長期化していたが、用地取得のできた区間から道路整備を行い、一部区間を除いて道路
として完成していることから事業効果は概ね発現しており、残りわずかな用地取得、整備工事を行うことで事業が完了する。ま
た、年次計画どおりの予算が確保出来ることで、完了予定年度での完成が見込める。

12.18

視
点
毎
の
評
価

所管局の考え方
費用便
益分析
(B/C)

1.40

視
点
毎
の
評
価

街路事業

新庄長柄線（菅原）
整備事業

[再評価後
　5年経過(4回目)]

[種別］
街路整備（道路拡幅）

[規模]
延長L=540m
幅員W=23～40m
現状
（幅員W=23m 車線数 片側2
車線、歩道あり）

[目的]
市北東部における機能的な
幹線道路ネットワークが形
成など

事業開始 H７
事業完了 H30[H27]
総事業費 67[67]億円
既投資額 37[10]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 55%[15%]
 用地取得率 45%[37%]
 工事進捗率  0%[ 0%]

○変更点
　なし

№
事業種別
事業名

[再評価理由]

事業内容
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1

街路事業

ＪＲ片町線・東西線
連続立体交差事業

[再評価後
　5年経過(3回目)]

[規模]
延長　L=1.3km
踏切除却数　3箇所
地下化駅数　1駅
交差幹線道路数　3路線

[目的]
JR片町線・東西線を地下化
することにより、踏切をな
くし、交通渋滞の緩和など
交通の円滑化を図ると共
に、地域分断を解消し、都
市防災機能の向上を図る。

着工準備採択 H12
都市計画決定 未定[未
定]
事業認可　未定[未定]
事業完了　未定[未定]
総事業費 650[650]億
円
既投資額 3[2]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ
0.4%[0.3%]
 用地取得率 －%[－%]
 工事進捗率 －%[－%]

○変更点
なし

視
点
毎
の
評
価

3

街路事業

大和川北岸線
（公園南矢田）
整備事業

[再評価後
　5年経過(3回目)]

[種別］
街路整備（道路新設）

[規模]
延長L=590m
幅員W=15m
現状
（幅員W=15m 車線数 片側1
車線、歩道あり(一部未整
備)）

[目的]
市南部の機能的な道路ネッ
トワークの形成、敷津長吉
線等の市南部の東西幹線道
路の渋滞緩和など

事業開始 H7
事業完了 H29[H25]
総事業費 27[27]億円
既投資額 26[26]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 96%[96%]
 用地取得率 94%[94%]
 工事進捗率 98%[98%]

○変更点
　なし

－

資料４ 
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事業の概況
※[]内は前回評価時のもの
初評価事業は開始時計画値

所管局の考え方
費用便
益分析
(B/C)

№
事業種別
事業名

[再評価理由]

事業内容

事業の必要性.
Ａ～Ｃ

・本路線の整備により機能的な道路ネットワークを形成し、此花西部臨海地区へのアクセス性の向上と歩行者等の安全・安心な通
行空間を確保するとともに緊急時の避難路等として必要性が高い。

事業の実現見通し
Ｂ

・本路線は、用地取得の難航により事業が長期化していたが、買取要望等により取得した箇所から通路として暫定整備を行うとと
もに、既設道路には歩道を有していることから、歩行者の通行空間は一定確保している。また、本整備が可能な箇所から工事着手
するとともに、残りわずかな用地取得にも目途が立っており、年次計画どおりの予算が確保出来ることで、完了予定年度での完成
が見込める。

事業の優先度
Ｃ

・本路線は、区間の約9割の用地取得が完了しており、残る用地取得の目途も立っていることから、年次計画どおりの予算を確保
しながら整備を進める路線としている。
・既設道路には歩道を有しており、また、用地取得した箇所も通路として暫定整備を行っていることから、歩行者の通行空間は一
定確保している。

対
応
方
針

(

原
案

)

事業継続

(Ｂ)
前回評価

 事業継続(Ｃ)

・本路線の整備により、道路ネットワーク機能の強化が図られ、ユニバーサルスタジオ・ジャパン（ＵＳＪ）といった大規模集客
施設を核とする此花西部臨海地区へのアクセス性が向上するとともに緊急時の避難路等として必要な事業である。
・本路線は、用地取得の難航により事業が長期化していたが、買取要望等により取得した箇所から通路として暫定整備を行うとと
もに、既設道路には歩道を有していることから、歩行者の通行空間は一定確保している。また、区間の約9割の用地取得が完了し
ており、本整備が可能な箇所から工事着手するとともに、残る用地取得の目途も立っていることから、年次計画どおりの予算が確
保出来ることで、完了予定年度での完成が見込める。

事業の必要性.
Ａ～Ｃ

・本路線の整備により都心東部の業務・住居機能が混在する地域における自動車・歩行者等の分離を行い、道路交通の円滑化と歩
行者等の安全・安心な通行空間を確保するとともに緊急時の広域緊急交通路等として必要性が高い。

事業の実現見通し
Ｃ

・本路線は、用地取得の難航により事業が長期化していたが、買取要望等により取得した箇所から通路として暫定整備を行うとと
もに、既設道路には歩道を有していることから、歩行者の通行空間は一定確保している。また、限られた予算の中で本路線への重
点的な予算の配分が難しく、当面の間は買取要望の対応のみとなるため、年次計画どおりの進捗は難しい。

事業の優先度
Ｃ

・街路事業では重点整備路線並びに密集住宅市街地整備関連路線、他事業と連携して進めていくことが有利な路線等の整備を優先
的に実施しており、本路線についてはこれらに該当しないため、当面の間は買取要望に対応するための予算を確保しながら、事業
進捗を図っていく路線としている。
・用地取得できた箇所から通路として暫定整備を行うとともに、既設道路東側には歩道を有していることから、歩行者の通行空間
は一定確保している。

対
応
方
針

(

原
案

)

事業継続

（C）
前回評価

 事業継続(Ｃ)

・本路線の整備により都心東部の業務・住居機能が混在する地域における自動車・歩行者等の分離を行い、道路交通の円滑化と歩
行者等の安全・安心な通行空間を確保するとともに緊急時の広域緊急交通路等として必要性な事業である。
・本路線は、買取要望等により取得した箇所から通路として暫定整備を行うとともに、既設道路東側には歩道を有していることか
ら、歩行者の通行空間は一定確保している。また、街路事業では重点整備路線等の整備を優先的に実施しており、本路線について
はこれらに該当しないため、当面の間は買取要望に対応するための予算確保に努め事業進捗を図るとともに、今後、重点整備路線
の収束に伴い、予算の確保ができ次第、残る用地取得と道路整備を進め、事業効果の早期発現に努める。

4

街路事業

桜島東野田線
（四貫島）
整備事業

[再評価後
　5年経過(2回目)]

[種別］
街路整備（道路拡幅）

[規模]
延長L=480m
幅員W=40m
現状
（幅員W=34m 車線数 片側3
～4車線、歩道あり）

[目的]
大規模集客施設を核とする
此花西部臨海地区へのアク
セス道路として、市北西部
における機能的な幹線道路
ネットワークの形成など

事業開始 H12
事業完了 H30[H27]
総事業費 33[33]億円
既投資額 24[21]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 73%[65%]
 用地取得率 85%[72%]
 工事進捗率  0%[ 0%]

○変更点
　なし

1.49

視
点
毎
の
評
価

視
点
毎
の
評
価

5

街路事業

東野田河堀口線
（上本町）
整備事業

[再評価後
　5年経過(2回目)]

[種別］
街路整備（道路拡幅）

[規模]
延長L=1,040m
幅員W=27m
現状
（幅員W=24m 車線数 片側2
車線、歩道あり）

[目的]
歩車道の分離を行い、道路
交通の円滑化及び歩行者通
行等の安全性の向上など

事業開始 H12
事業完了 H31[H27]
総事業費 50[50]億円
既投資額 19[18]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 39%[36%]
 用地取得率 52%[51%]
 工事進捗率  0%[ 0%]

○変更点
　なし

2.16



3

事業の概況
※[]内は前回評価時のもの
初評価事業は開始時計画値

所管局の考え方
費用便
益分析
(B/C)

№
事業種別
事業名

[再評価理由]

事業内容

事業の必要性
.

Ａ～Ｃ

　生野区南部地区整備事業は、典型的な密集住宅市街地である生野区南部地区において、本市の密集住宅市街地整備のモデル事業
として、国の補助事業である住宅市街地総合整備事業を活用し老朽住宅の建替えや狭あい道路の拡幅整備等への支援及び道路・公
園の整備等を実施するとともに、民間による取り組みだけでは効果的な整備や事業実施が期待できない区域について、住宅地区改
良事業を限定的に実施することにより、不良住宅を除却し、道路・公園等の公共施設整備と住宅建設を一体的に行い住環境の改善
と防災性の向上を図るものである。

事業の実現見通し
Ｂ

　生野区役所と連携することで地区住民への広報・啓発をより一層強化し､民間による老朽住宅の自主更新を推進するとともに､用
地取得や道路・公園・改良住宅の整備を計画的に進め､平成31年度の事業完了に向け重点的に事業実施する。
　また、改良住宅の建設や道路の整備など、目に見える形での事業の進捗がまちづくり協議会の活動をより積極的にしており、よ
り一層連携・協働して、大地主の反対により難航している箇所の用地買収を集中的に実施し、道路・公園や受皿住宅の整備を計画
的に進めて事業展開を行っていく。

事業の優先度
.
Ａ

　生野区南部地区は、JR環状線の外周部を中心に分布する密集住宅市街地の中でも、特に老朽住宅が密集し、道路･公園などの公
共施設が未整備で、防災面や住環境面で多くの課題を抱えていることから、住宅市街地総合整備事業の拠点開発型と密集市街地整
備型及び住宅地区改良事業の３つの事業手法により一体的に整備を実施しており、その相乗効果も得ながら、地区全体の住環境と
防災性の向上を図っているものである。そういったことなどから、局の運営方針においても、密集住宅市街地整備全体を牽引する
役割を担うモデル事業として位置づけられている。
　また本事業は、事業エリアが９８．５haと大規模であり、災害時の重要な避難路であり、かつ延焼遮断帯としての機能をもつ都
市計画道路や主要生活道路及び都市計画公園の整備を実施しており、特に公共性が高い。
　したがって、本市の密集市街地整備事業の中でも、特に重点的に進めていく必要がある。

○住宅地区改良事業
　(生野東第1・第2地区）
　〔面積：6.15ha〕
・不良住宅戸数：754戸
・改良住宅建設：653戸
・集会所：4ヶ所
・店舗・作業所：7戸
・道路：12,476㎡
・緑地：2,026㎡

対
応
方
針

(

原
案

)

事業継続

(Ａ)
前回評価

 事業継続(A)

　生野区南部地区は、本市の密集住宅市街地の中でも特に、防災面や住環境面で多くの課題を抱えていることから、住宅市街地総
合整備事業の拠点開発型と密集住宅市街地整備型及び住宅地区改良事業の３つの事業手法による一体的な整備を実施しており、そ
の相乗効果も得ながら、地区全体の住環境と防災性の向上を図っているものである。
　そういったことなどから、局運営方針においても、密集住宅市街地整備全体を牽引する役割を担うモデル事業として位置づけら
れ、また事業エリアが98.5haと大規模であり、優先地区全体(1300ha)に占める割合が高いこともあって、本モデル事業の実績や経
験が密集住宅市街地全体の事業推進に大きく影響を及ぼすこととなる。
　また、本事業は災害時の重要な避難経路であり、かつ延焼遮断帯としての機能をもつ都市計画道路や主要生活道路及び都市計画
公園の整備を実施しており、特に公共性が高い。
　したがって、生野区南部地区整備事業は本市の密集住宅市街地整備事業の中でも重点的、集中的に進めていく必要がある。
　これまで、３つの事業手法により整備を進め、道路の整備や、改良住宅の建設、まちかど広場の整備、民間老朽住宅の建替え支
援など、一定の事業進捗の成果を上げてきたところであるが、生野区役所と一体となり、まちづくり協議会と連携・協働して、大
地主の反対により難航している箇所の用地買収を集中的に実施し、道路・公園や受け皿住宅の整備を計画的に進めていくことで、
より一層の事業展開を行い、それにより、平成31年度事業完了を目指して着実に実施していくものである。
※密集住宅市街地整備型：まちかど広場の整備や民間活力を活かした事業で、民間老朽住宅建替支援（建替促進･老朽木造住宅除却･狭あい道路拡幅整備）、住
宅･建築物耐震改修等補助などに対して助成等を実施して、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、密集住宅市街地の整備改善等を図っている。

事業の必要性
.

Ａ～Ｃ

 劣悪な住環境や災害の際に危険であるなど、旭地区は多くの問題を抱えている。自主更新の見込めない地域において、老朽住宅
等を除却、用地を買収し、改良住宅の建設、道路・児童遊園・集会所等の施設整備を計画的に行うことで、地区住民に良好な住環
境を有した良質な住宅を提供し、必要な居住水準を確保することができる。住宅の不燃化や道路幅員の拡幅によって地区の防災力
の向上も図れる。また、核となる拠点整備が進むことで、周辺密集住宅市街地への波及効果も大きい。
 よって、旭住宅地区改良事業については、投資効果が見込まれる事業であり必要性は高い。

事業の実現見通し
Ｂ

 事業開始から14年近くが経過し、住民の高齢化、建物の老朽化が一層進んでおり、南海・東南海地震等の大規模地震や、大火災
が発生した場合、甚大な被害がもたらされることが想定される状況にある。早期の事業収束に向け、権利者と積極的に交渉を行っ
てきたが、用地取得の残りの大部分を占める大地主の協力が得られず、他の権利者も、大地主の動きを注視している状況にあるた
め、事業完了に至っていない。ただし、大地主の複数の権利者の中で事業に理解を示す者も出てきており、今後、大地主の事業
協力を得ることにより、大幅に事業が進展する見通しである。

事業の優先度
.
Ｂ

[重点化の考え方]
・都市整備局運営方針において「密集住宅市街地における防災性の向上」を課題解決のための具体的戦略に掲げている。密集住宅
市街地整備については、選択と集中の観点から、防災性向上重点地区（アクションエリア：約３，８００ha）のうち、特に優先的
な取り組みが必要な地区(優先地区：約１，３００ha）を定め、それぞれの位置づけのもとで、老朽住宅の建替や狭あい道路の拡
幅を促進する補助事業など実施して密集住宅市街地整備に取り組んでいる。効率的・効果的な密集住宅市街地整備を進めるため、
自主建替が見込めない地域については、限定的に「住宅地区改良事業」を活用することにより重点化している。
[事業が遅れることによる影響]
・事業の長期化による事業費の増加。
・居住者の高齢化による事業への参加意欲の低下や建物への安全面での不安等が増している。
・事業終了まで地区内での建築行為又は土地の区画形質の変更が原則禁止とされる為、不良住宅の自主的な建替更新が見込めない
ので、住環境の向上が期待できない。

対
応
方
針

(
原
案

)

事業継続

(Ｂ)
前回評価

 事業継続(B)

　平成31年度の事業収束をめざして、権利者に対し粘り強い交渉を行いながら、用地取得を進め、計画的な改良住宅の建設・施設
整備を行っていく。本事業は、密集住宅市街地内にある、不良住宅の自主建替が困難な地域において限定的に実施している事業で
あり、地区住民が健康で文化的な生活を営むことのできる、住環境の整備・居住水準の確保、地区周辺エリアも含めた防災力の向
上を図るため必要な事業であることから｢事業継続(Ｂ)」とする。
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生野区南部地区
整備事業
[再評価後
　5年経過(3回目)]

○住宅市街地総合整備事業
　（拠点開発型）
　〔面積：98.5ｈａ〕
・都市再生住宅建設　350戸
・都市計画道路
　河堀口舎利寺線
　〔延長：880ｍ、幅員：15ｍ〕
　豊里矢田線
　〔延長：1100m、幅員：25m〕
・主要生活道路
　(仮称)生野南北線
　〔延長：800m、幅員：8m〕
　(仮称)生野東西線
　〔延長：309m、幅員：8m〕
・都市計画公園
　南生野公園〔面積：0.68ha〕

事業開始 H7
事業完了 H31[H31]
総事業費 573[594]億円
既投資額 290[252]億円
進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 51%[42%]
・都市計画道路
（河堀口舎利寺線）：
　用地取得率 75%[74%]
・主要生活道路
（仮称　生野東西線）:
　用地取得率 100%[88%]
・主要生活道路
（仮称　生野南北線）：
　用地取得率 65%[56%]
・都市再生住宅:3棟
　175戸完成
・住宅地区改良事業：
　改良住宅:4棟
　129戸完成
　用地取得率 52%[40%]

1.16
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住宅地区改良事業

旭住宅地区改良事業

[再評価後
　5年経過(2回目)]

[規模]
改良住宅建設〔105戸〕
店舗〔3戸〕、集会所〔1
棟〕
作業所〔2戸〕
道路整備〔1,393.00㎡〕
緑地整備〔5,126.00㎡〕
児童遊園〔456.00㎡〕

[目的]
不良住宅が密集する既存の
住宅市街地の環境改善及び
不良住宅の除却とともに、
良質な住宅を建設し、もっ
て公共の福祉に寄与する。

事業開始 H12
事業完了 H31[H26]
総事業費 54[55]億円
既投資額 26[23]億円

進捗率
 事業費ﾍﾞｰｽ 48%[42%]
 用地取得率 31%[30%]
 住宅建設率 43%[30%]
○変更点
住宅の高層化等による
土地の有効活用と、建
設コストの縮減など事
業費の見直し

1.03
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